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平成２３年塩尻市議会１２月定例会 

総務環境委員会会議録 
 

○日  時  平成２３年１２月１日（木）  午前１１時２０分 

○場  所  第一委員会室 

○審査事項   

議案第１号 塩尻市一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

○出席委員 

委員長  青柳  充茂 君        副委員長  古畑  秀夫 君 

        委員  務台   昭 君          委員  牧野  直樹 君  

委員  金田  興一 君          委員  五味  東條 君  

委員  丸山  寿子 君          委員  柴田   博 君 

○欠席委員  

なし  

────────────────────────────────── 

○説明のため出席した理事者・職員 

省略 

────────────────────────────────── 

○議会事務局職員 

事務局長    成田   均 君     議事調査係長  小澤  秀美 君 

────────────────────────────────── 

午前１１時２０分 開会 

○委員長 それでは全員おそろいですので、ただいまから１２月定例会総務環境委員会を開催いたします。 

 最初に理事者からごあいさつがありましたら、よろしくどうぞ。 

────────────────────────────────── 

理事者あいさつ 

○副市長 御苦労さまでございます。お願い申し上げました一般職の職員の給与条例の一部改正を御審査いただ

くものでございます。どうぞよろしくお願いを申し上げます。 

────────────────────────────────── 

議案第１号 塩尻市一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

○委員長 それでは委員会付託案件表のとおりの議案ですが、ただいまから早速、議案第１号塩尻市一般職の職

員の給与に関する条例等の一部を改正する条例についてを議題として、早速入っていきます。説明を求めます。 

○人事課長 それでは議案関係資料をお願いいたします。議案関係資料１ページ、議案第１号塩尻市一般職の職
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員の給与に関する条例等の一部を改正する条例でございます。これは１１月１７日、議員全員協議会で説明させ

ていただきましたものです。 

 提案理由でございますが、９月３０日付の人事院勧告に基づき一般職の職員の給与を改定することに伴い、必

要な改正をするものです。 

 概要でございますが、４０歳代以上の給料月額の引下げにより、一般職の職員の年間の給与額を平均０．２３％

引き下げるもので、５０歳代で最大０．５％減、４０歳代後半０．４％減、４０歳代前半ゼロから０．３％減で

行い、若年層は据え置くものです。平成１８年度の給料表の切替えに伴う経過措置を段階的に廃止するとともに、

抑制されてきた若年、中堅層の昇給を回復するものでございます。 

 条例の施行等につきましては、平成２３年１２月１日から施行するものなどです。 

 めくっていただきまして、２、３ページ、塩尻市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例、新

旧対照表をごらんください。給料の切替えに伴う経過措置ですが、これは平成１８年４月実施の給与構造改革に

よりすべての給料表が改正され、平均４．８％、最大約７％引き下げられたため、急激な減給を避けるため現給

保障という経過措置がとられました。第７項第１号にありますように、現行は平成１８年４月の俸給額に１００

分の９９．５９を掛けたものを改正案で１００分の９９．１とし、これを乗じて得た額と平成２３年１２月に改

定された俸給額との差額を経過措置額として支給するものです。 

 第１１項では、平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの間は半額を、ただし１万円を超える場合

は１万円を減じた額、平成２５年４月１日以降は、現給保障による給料は支給しないというものです。なお、給

料表につきましては、議案１ページから１０ページにお示ししてありますので、ごらんいただきたいと思います。

以上でございます。 

○委員長 ただいま説明いただきましたが、委員の皆さんから質問、御意見等ありましたらお願いいたします。 

○柴田博委員 平成１８年度の関係の経過措置というところの説明の中で伺いたいと思いますが、説明の中で抑

制されてきた若年、中堅層の昇給を回復するものってあるんですけど、それは具体的に言うとどういうふうなこ

とで、どれくらい回復するのかっていうのがわかればお願いします。 

○人事課長 これにつきましては平成２４年の４月以降になりますけれども、１号俸から２号俸を上げるという

形になりますのでお願いいたします。 

○委員長 回復は、平成２４年の４月以降ということ。 

○人事課長 はい。 

○柴田博委員 済みません、もうちょっとわかりやすく言ってくれる。意味がちょっとよくわかりません。 

○委員長 さらに詳しく説明してください。 

○人事課長 これにつきましては、まず４０歳代の月給を、上がった方につきましては、２号俸と言いまして給

料表の号俸を２つ上げると。それ以前のですね、抑制された３０代の方については１号俸という形で、フラット

な形でいくわけですけれども、要は、今回は４０代、５０代の上の者を下げるんですけれども、それで若い方々

について、例えば給料表の一番下と言うんでしょうか、低い方については変更はないんですけれども、それより

上の３０代、４０代、４０代の前半なんですけれども、こちらのほうを中心に上げると、そういう形になります

のでお願いします。 
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○委員長 ちょっとこれを使って、もうちょっとわかりやすく今の説明、もしできたら。 

 無理かい。じゃ、いいわ。 

○柴田博委員 それでね、要は経過措置をやめて、その分で今説明のあった若年、中堅層の号俸を上げるという、

そういうこと。 

○人事課長 はい、そうでございます。 

○柴田博委員 そういうこと。そういうのは、今言った説明にあった２つ上げるとか、１つ上げるとかというの

は、どっか決まりの中に出てくるわけですか。 

○人事課長 はい。議案のほうの１３ページの第４項のほうに、こちらのほうについて示させていただいており

ます。 

○委員長 ちょっと待って、今これを読んでみるから。 

○副委員長 ちょっといい。 

○委員長 ちょっと今の話、まだ。課長。 

○人事課長 済みません、１３ページの第４項のほうを読まさせていただきますが、平成２４年４月１日、これ

は平成２４年ということですけれども、４２歳に満たない職員のうち、次からは、要は今回改定して上げてない

という意味なんですけれども、当該職員の平成１９年１月１日、平成２０年１月１日及び平成２１年１月１日の

決定の状況を考慮して、調整の必要のあるものとして平成２４年４月１日における号俸は、この項の適用がない

ものとして１号俸を、括弧におきまして３６歳に満たない職員にあっては２号俸を、上位の号俸とするというふ

うに上げるという形でございますよと。 

〔「わからない」の声あり〕 

○副委員長 ちょっとわからない。まず、概要の（１）と（２）っていうのは、それぞれ２つ項目があるという

解釈でいいわけかね。今年度０．２３％、人事院勧告に基づいて計算は行うと。これは１つと。もう１つは、平

成１８年度に給料の切り下げが行われたけれども、あまりにも金額が大きいんで、それは暫定的にとりあえずは

保障したと。しかし平成２４年４月からは下げるということで、その下げられる人たちが一体どのくらいになっ

て下がっちゃうのか。それから三十、これでいくと今の説明だと４２歳までの人たちは１号俸、それで３６歳未

満の人たちは２号俸上がるってことだね、これでいくと。 

○人事課長 そうです。 

○副委員長 そういうことだね。２つあるということと、実際、上の人たちはどのくらい下がっちゃうわけだか、

ちょっとその辺の説明を。 

○人事課長 これにつきまして２つあるということで、そのとおりでございます。該当の人数と金額でございま

すけれども、今回の０．２３％、ここで、平成２３年１２月１日施行でやった場合、対象者は５４０人のうち、

これは職員全体ですが、２２３人。この、やはり期末勤勉手当が基本給に掛けておりますので、通常の月例給と

期末勤勉手当の影響額が合せて５７９万５，０００円という形になります。もう一つ、経過措置を来年の４月以

降やりますけれども、現在現給保障という形で下げずに、もしこれをですね、改正しない場合なんですけれども、

影響する職員につきましては、これは先ほどの人数と変わりまして１１３人で平均１万８１６円でございます。

この１１３人につきまして、来年の４月以降はその２分の１でございますので、極端な言い方をすれば５，００
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０円くらいですね、影響がありまして、その次の年はもうそういうのはないですよというのが、この内容でござ

いますのでお願いします。 

○委員長 いいですか。 

○副委員長 大体わかったけども、この前も全協で発言があったのだけど、特別職、塩尻市の場合、特別職は少

し市平均からすると高いっていうようなことで、今、少し審議会で見直しみたいな話が進んでいるようだけれど、

一般職の部分ではかなり低いっていうことがあって、この報酬に基づいた部分は、（２）なんかはやむを得ない部

分があるんだけれど、（１）のところは、今回、結構足並みが乱れている部分があるんですよね、１９市の中でも。

あるだよね、調べると。だから少しその辺は、全体のこの低さの部分では配慮してあってもよかったんじゃない

かと。ここまで出してきていけないってわけにも簡単にはいかないけれども、配慮してもよかったんじゃないか

なっていう気はしてますが、どうですか。 

○人事課長 先ほどの足並みということでございますが、前回の委員会の中でも説明させていただきましたけれ

ども、長野市と伊那市と佐久市、この３市につきましては０．２３％を実施せずに現行でいくという形になって

います。長野市の場合につきましては、要は県の人事院のほうに準拠しておりまして、県のほうが下げておりま

せんので、長野市はそういう姿勢で昔からやってますので下げないと。もう一つ伊那市につきましては、ラスパ

イレス指数が一番低いというところでございまして、これはまたそういう考え方で実施しないと。０．２３％下

げないという考えかと思います。佐久市についてはちょっとわかりませんけれども、そういうようなことがござ

いますけれども、塩尻市につきましては以前から国の人事院勧告を準拠するという姿勢で行っておりますし、こ

れはことしのことなんですけれども、来年の財政等も考えればですね、やはり減額するというのが本来の筋では

ないかというふうに考えています。 

○副委員長 もう一つ、今は国で、法律で国家公務員だけども、７．８％という減額みたいなことで３年間復興

の財源に充てるみたいなことで、法律が上程されていると思うんですけれども、それとの関係っていうのはなし

で、これだけだよってことでいいわけですよね、考え方。それがちょっとまた削られちゃったじゃ、ちょっとや

る気がなくなっちゃうと思うね。 

○人事課長 国の７．８％というものにつきましては、現在まだ結論が出ていないという状況でございまして、

１９市の中を見てもですね、その７．８％、全国的に見ても７．８％を採用する自治体というのは、現在のとこ

ろは私ども聞いておりません。県下のですね、民間の情勢、これはあくまでも人事院勧告というのは、民間の１

年間の給与の状態を見て、それで決定するということの考え方ですので、特に長野県もですね、やはり景気が厳

しいという状況でございますので、０．２３％の減にするという形が正しいかと思います。 

○牧野直樹委員 正しいとか、そういう問題じゃないだろう。皆さんが生活してて、今の給料で満足しているか

どうかということだよね。だから長野市は、そういう形の中で県に準じて引き下げをしない、これは当然のこと

だと。伊那市はラスパイレスが低いから引き下げをしない。じゃ、うちはどうなの、ラスパイレス高いだ、決し

て高くないら。そこらも考えていかなきゃだめだ。 

○人事課長 済みません、正しいという言い方は撤回させていただきたいと思います。塩尻市の場合、ラスパイ

レスにつきましては、下から３番目という形になります。 

○牧野直樹委員 そうずら。そうするとさ、現実に今皆さんが仕事をしてて、どうなの。生活をしてて、子育て
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をしている４０代以上の人が一番苦しいだ。若者はいいだ、まだ親と一緒に住んで、すねをかじってりゃいいだ。

皆さんが独立をして、子供ができて大学なり高校へ行ってると一番苦しいってなるだ。それがこんなに下げられ

てて、平気。そういうことを考えなきゃだめだよ。だから、そのラスパイレスが下から３番目と言ったら、伊那

市とほぼ変わりないってことだよ。別にやらなくてもいいんだよ、これは。 

○人事課長 確かに生活は厳しいということがありますけれども、以前から塩尻市のとっているスタンスという

ものがですね、やはり国の人事院勧告を踏襲すると、準拠するという形になっておりまして、ただ苦しいことは

苦しいんですけれども、今回、全体の給与改正の中には将来若い方、委員さんがおっしゃるのは若い人は裕福だ

というようなことかと思うんですが、どちらかというと今まで年功序列で上がっていた給与体系について、上を

下げて中間層を上げていくという、これは趣旨でございますので、こういう見方に基づいているものでございま

すのでお願いします。 

○牧野直樹委員 従来に固執しなんで、国の人事院勧告を尊重していかなくても別にいいことであって、そこら

は何でもかんでも国の人事院勧告にっていうのは、ちょっと理由にはならないと思うんで、例えば労働組合のほ

うは何て言ってる。 

○人事課長 これにつきましては、先日団体交渉の中で当然話があがったわけですけれども、最終的には若い人

たちの給料を上げるという形が将来的にはありますので、今回の人事院勧告のを準ずるという考え方については

理解をいただいております。 

○五味東條委員 だから、今の牧野委員の言ったようなことですけど、私もそう思うんですよ。塩尻は塩尻の独

特なものがあるんだから、単なる国の人事院勧告に今までずっと従ってきたっていう形でしょう。だから塩尻は

塩尻の案でやはり、例えば人事院勧告に全然従わなかったりすると何か罰せられるんですか。 

○人事課長 これは罰則規定はなくて、最終的にはこちらの塩尻市の考え方という形になりますけれども、ただ

人事院勧告の考えというのはですね、前年の民間を考えていると。今回、円高という形で夏場以降ですね、かな

り民間も厳しいという現状ございますし、もちろん大震災の関係もございますので、ここで従来の考えを変える

ということは、当然人事院勧告というものは、そういうもろもろを考慮した結果ということでございますので、

塩尻市はそういうことを考えないよということはできないかというふうに思っております。 

○五味東條委員 要は国の考え方であって、これを守る、守らないは各市町村の判断によるわけでしょ。 

○人事課長 はい、そうでございます。 

○五味東條委員 それはそれとして、私は心情的に思うのは、今５０歳代の人は０．５％減だということは、５

０歳代が一番、例えばいわゆる一人前に子供を育てるんだったら、大学まで出そうというから一番金がかかる時

だよね、子供たちにね。この５０歳代を０．５％というのは、おれは相当きついと思うんですよ。一番金の必要

な時だと思う、子供にかかる年代だと思うんですよね。だから、そういうことが心情的にどうかなって、これは

感じを受けるんだけどね。 

○人事課長 確かに私も５０代になりまして、そういうことはお金がかかりますけれども、今回、人事院のほう

もですね、やはり年齢別に見た時に５０代が民間に比べて高いからということでやっておりますので、要は逆に

言えば民間はこれでやっているんだという形になりますので、それを準拠したという考え方でございます。 

○委員長 ほかに。 
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○柴田博委員 議案のほうの１１ページの附則の２のところの期末手当に関する特例措置というところをちょ

っとわかりやすく説明してもらいたいんですけども。 

○委員長 １１ページの附則の２。 

○人事課長 係長から説明させていただきます。 

○職員係長 この期末手当の特例措置につきましては、今回の人事院勧告の中で基準になっているのは４月１日

の給料で民間と比較をしております。それで、今回４月まで給料の改定をさかのぼっておりませんので、４月か

ら１１月までの差額、それと６月の手当の差額につきまして、この１２月期の手当ですね、減額調整をするとい

うものでございます。 

○委員長 いいですか。 

○柴田博委員 もう１回、済みません。それで２の括弧をずっと下のほうへ行って（１）ってあって、平成２３

年４月１日ってあって、その後括弧になって、括弧が何重にもなって、この後はどこにつながって、その本文だ

けちょっと読んでみてもらえますか。括弧を除いて本文だけ。 

○職員係長 平成２３年４月１日で、下から４行目の、１日において減額改定対象職員が受けるべき給料、扶養

手当、地域手当、住居手当及び管理職手当の月額の合計額に１００分の０．３７、これが調整額になります、を

乗じて得た額に、同月からこの条例の施行日ということですので、４月から１２月の属する月の前月までの月数、

それで次のページへ行っていただいて、月数を乗じて得た額と。 

○柴田博委員 １２ページのその表は、どういうことなんですか。どういうふうに関係してくるのか。 

○職員係長 この下の表はですね、一般職の１級１号俸から９３号俸まで、これは減額になってないものを示し

ている表でございます。これを超えたものについて、今回給料表の改定があるというものを示しております。 

○委員長 よろしいですか。 

○柴田博委員 はい。 

○委員長 ほかにありますか。ありませんか。 

 それではいろいろ質問がありましたけれども、この第１号議案について原案のとおり認めることに御異議ある

方はいらっしゃいますか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長 ありませんか。それでは、原案のとおり認めることに決します。 

○五味東條委員 ちょっと待ってよ。異議はあるけども、それはやむを得ないわな。 

○委員長 そういうことで。 

○五味東條委員 だで、要するに全員一致でもって賛成ってわけには、おれはいかないね。 

○委員長 本当。じゃ、ちょっと反対意見を言ってもらって。 

 じゃ、質疑を終了して討論をいたします。第１号議案について討論のある方は挙手をしてください。 

○五味東條委員 だからね、要は今言ったように、要はいっくら民間の云々というのは、今景気がこうなってど

んどんこうやって給料を下げると、みんな活性化にもならなくなるんだ、どんどんとね。だからそれは当然今の

時代でわかるけれども、だけどおれは本当に心情的にこの５０代のこの０．５％の減というのはね、おれは本当

にこれでいいのかなと思うわけ、そういうようなところ。一般の、例えば今までずっとやってきて、それで、さ
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あ一番子供にかかるわ、学校に子供を出さなきゃいけないっていう時に、さあって時にこんだけ引かれりゃせえ、

それは皆さん、いいって言やあいいけども、実際自分にそれがかかってきた時にね、どうかなって感じをおれは

受ける。 

○委員長 ほかにありますか。 

○務台昭委員 今いろいろ出された中でね、やっぱり人事院勧告というものは、これは冷静に受けとめなきゃい

けないと思うんです。ただ地域の実情、地方財政の状況の中で判断することだから、それはその実情を考慮して

いけばいいんで、そうした場合に今いろいろ意見が出ましたように、やはり塩尻市において一般職と管理職との

間の給料のひずみが相当あるとしたら、それはそういうあたりの反省から皆さんが納得する線で決めさせていた

だくようなね、そういうふうな筋合いに持って行かないと、おれたちは管理職だからこのくらいいいじゃないか

とか、それでこうぶっつけられると、一般職員は納得せざるを得ない状態に置かれちまうわけね。だからそうい

う姿勢じゃなくて、やはり最近は組合って言っても組合があるだか、ないだかわからない、非常に弱い、弱体化

しているから意見も言えなんで、はあ、はあ言ってるから、そのまま通って行っちゃうんだが、昔だったらえら

い剣幕でやりますよね、組合。私たちの生活をどう考えてくれているんだっていうね。だからそういう先ほどか

らうんと大切な問題を出されているが、本当に私も大学、子供が二人出た時なんか生活できないくらい。夫婦で

働いても本当に字のとおりで、ふうふうしながら、どうやって生きてきたかわからない状態で何とかくり抜けて

きました、借金して。そういう実態ってものをね、よく本当に見ていただいて、ならばどうするかっていうね、

やはり組合、ここにもあると思うんだが、それの皆さんの意見も尊重しながら、やはり底辺がどうあるかってい

うあたりから出発をしていただいて出していただかないと、単純に隣の市が何パーセントを受けたからくらいだ

から、つり合いのとれたとか、そういうことじゃまずいと私は思うわけね。だからパーセントを決める場合もそ

うだけれども、生活の実態、物価上昇率とか、そんなようなことも勘案して、もう一度ちょっと組合の皆さん方

と相対して本当に率直な意見を出し合っていただいて、これは単純に何パーセントということで上から押さえら

れたような形で納得させられるような職員体制だったらあまりにもかわいそうっていうか、哀れ過ぎる。そこら

あたりを少し温情論じゃないんですけど、もう少し考えていただくことができないだろうかと。だから私はちょ

っと待てよと言いたいところであります。個人的な意見で申しわけないですが。 

○委員長 ということは、今のは反対ですか、それとも。 

○務台昭委員 反対と言うか。 

○委員長 原案に。 

○務台昭委員 これは心情論でやってきたと思うんですが、まだ見えないところがいっぱいあるんですね。本当

に皆さん、そういうことがおわかりになって納得して、ようござんす、当たり前だこのくらいならと言われてい

るのか。いやそうじゃないと、それは行政職の中で上の人が実態をどういうふうに把握しているかということで、

はじき出した数字であるとしたらね、やはりもう少しどんな出し方が適当かよくわからないが、検討をする余地

を与えてもらえないかなと、そんなことを思うんですがね。 

○委員長 １２月１日から実施するについては、ちょっと時期尚早だというふうに聞こえた感じがしますけど、

あとで決をとりますから。 

ほかに御意見はありますか。 



 8 

○副委員長 人事院勧告制度があって、人事院勧告に基づいてということですので、やむを得ない部分はあるん

ですけれども、いずれにしても先ほども言われたラスパイレス指数からいくと、塩尻市の規模からいった時に下

から３番目ということだとちょっと低いわけですので、その辺、塩尻市規模、類似の市のほうに合わせる努力、

どっかでやらないとこれ、このまま低いまんまで行くっていうことはどうかなと思いますので、今言われたよう

に１２月１日、きょう決めなきゃ支払いができないということで、きょう特別これをやってると思うんで、きょ

うのところはやむを得ないとは思うけども、そういうことも将来的には考えてほしいなというふうに思います。

意見です。 

○委員長 討論ですからね。ほかにありますか。 

○丸山寿子委員 人事院勧告のほうから来ているのでやむを得ないってところもあったり、また民間のほうのこ

とを考慮してっていうようなことで出てきたものでありますけれども、逆もありで、また公務員のほうの状況に

また民間も参考にして、この給与のことにかかわらずなんですけれども、いろんな制度もそうなんですが、そう

いったまた見方も一つはあるわけですので、そういった点もやはり今後十分考慮していっていただきたいという

ふうなことは思います。今回は、いろいろ本当に市の県内の１９市の中での状況とかありますけれども、私とす

れば、この議案のとおり本当に痛みを伴いながら、これはこれで認めていきたいというふうに思います。 

○委員長 ほかにいかがでしょうか。 

○金田興一委員 一つには人事院勧告制度というの、確かに今、人事院勧告制度の見直しなんかも論議にもなっ

ておりますが、先ほど説明があったみたいに塩尻の場合には、従来上げるも下げるも人事院勧告に準拠してきた

という一つの経過があるわけなんで、ここらはやはり大きな一つの判断材料となるだろうなと、こんなふうに思

いますし、それから人事院の勧告というのは、当然民間の準拠、民間の動向を見ながら勧告を出してきていると

いうことを考えた時に、塩尻市だけで確かに今のラスパイレス指数の問題なんかも、確かにこれはある程度考え

なきゃいけない問題ではあっても、今回のこの一部改正に対しては市民感情等も考え合わせていかなければなら

ん。特に今、いわゆる公務員、あるいは議員に対する視線というものは大変厳しいものがある中で、人事院勧告

に準拠してきた市が今回に限ってこれはだめだよというには、私はならないだろうと。いろんな苦しい状況等に

ついても十分理解できる中で、今回についてはこれを認めていくのがベターじゃないかと、こういうふうに思い

ます。 

○柴田博委員 私も一律に人事院勧告に基づいてそのとおりやるっていうことについては、反対する部分もあり

ますけれども、今までの流れとしてそういう方向でやってきて、今回の中でも４０代、５０代のところを下げて、

それより下の人たちのほうを上げていくっていう考え方そのものについては、そういう方向でやっていいかどう

かっていうのは、ちょっと疑問のところもはっきり言ってありますが、そういう方向で、一律人事院だけじゃな

くて、塩尻市の職員の、何て言うんですかね、民間との比較も含めてですけれども、ことを考えた上でなるべく

職員のためになるような、そういう方向の、苦しいけれどもそういう取り組み、そういう考え方っていうのは、

やはり徐々に変えていくべきだというふうに思っています。そういう意味でいけば、減らした分、減額になる分

が、全部そのまま市に改めて入るってことではないようでありますので、あんまりあれだけどもしょうがないか

なという気分で、このまんまこれについては賛成しようかなというふうに思っています。 

○委員長 ほかに討論ありましたらお願いします。 
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○牧野直樹委員 長野県にも人事院っていうのがあるんでね、そこらと国とがどういう意見を出しているかって

いう、ただ単に国に従うっていうんじゃなくて、長野市みたいに長野県の人事院に従いますよっていう、そうい

うあれがもう一つあっていいと思うんで、これは大きな問題になってきていい機会なんで、塩尻市もただ単に国

に準じてすぐ右へ倣えという今までの慣習はやめて、勉強していただいて、とりあえず１２月１日からの施行じ

ゃなくて、給料は今までどおり出していただいて、また勉強していただいて結論を出していく、こういう手も僕

はいいと思っています。 

○委員長 原案には反対っていうこと。 

○牧野直樹委員 どうしてもやるんだって言えばですが。 

○委員長 ほかに討論。 

○五味東條委員 おれは反対もしなきゃ、賛成もしないけどさ。 

○委員長 それはそれでもいいですよ。 

○五味東條委員 そういうのはどうなるか。ただ、心情的には気の毒だなと思う。やむを得ないと言っちゃ、や

むを得ないけど、という意見です。 

○委員長 わかりました。ほかにいかがですか。 

 では、ないので討論を終わります。採決をします。挙手によって採決をしたいと思います。第１号議案に賛成

の方の挙手を求めます。 

〔挙手多数〕 

○委員長 賛成多数により原案のとおり可決することと決しました。今出た意見については、ぜひ、いろいろ行

政の今後に向けて生かしていっていただければと思います。議題はこれのみですね。 

 では、以上をもちまして、１２月定例会の総務環境委員会を閉会いたします。お疲れさまでした。 

午前１１時５５分 閉会 

 

 

 

 

平成２３年１２月１日（木） 

  委員会条例第２９条の規定に基づき、次のとおり署名する。 

 

総務環境委員会委員長   青柳 充茂   印 


